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１．はじめに
　ほとんどの知的障害特別支援学校における教育課程
に「日常生活の指導」が設定されている。知的障害以
外の特別支援学校に在籍する重複障害の児童生徒に対
しても同様の教育課程が可能なので、重複障害児の割
合から考えて、多くの特別支援学校に「日常生活の指
導」が設定されていると思われる。
　「日常生活の指導」を設定することによって、朝の会
や給食などが授業時間数にカウントされることにな
る。朝の会や給食などは、通常の学校においても重要
な教育活動であるが、通常の学校では授業時間数とし
てカウントすることはできない。このことは、特別支
援教育未経験の教員をはじめとして、通常の学校から
特別支援学校へあるいは特別支援学校から通常の学校
へ異動した教員にとっても違和感を感じたり、不思議
に思うことがあるらしい。同じような教育活動である
にもかかわらず、授業になったりならなかったりする
のだから、当然といえば当然である。しかし、このこ
とが特別支援学校の教育に対する偏見や蔑視の原因の
ひとつになるとすれば残念なことである。なぜ、「日常
生活の指導」が授業時間としてカウントされるのかに
ついて適切な理解が求められる。
　一方、特別支援学校においては、朝の準備等におけ
る着替えに困難がある児童生徒に対し、着替えに関す
るスキルアップを目的とした特別な指導時間を設定す
ることがある。このこと自体は問題ではないが、この
特別な指導時間を「日常生活の指導」の一環としてと
らえるとすれば誤った理解である。
　本稿は、教育実践の中に「日常生活の指導」を適切
に位置づけ、それを通して、通常の学校と特別支援学
校における教育の異同について適切な理解を得ること
を目的とする。
２．授業としての「日常生活の指導」
　「日常生活の指導」は、いわゆる「領域・教科を合わ
せた指導」の一つである１）。「領域・教科を合わせた指
導」は学校教育法施行規則第130条の２を根拠とする。
ここでは、「知的障害者である」または「複数の種類の
障害を併せ有する」児童生徒を教育する場合、「特に必
要があるときは」「各教科、道徳、外国語活動、特別活
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動及び自立活動」の「全部又は一部について合わせて」
「授業を行うことができる」と規定されている。要点
は、対象が知的障害児と重複障害児に限定されること、
総合的な学習の時間を除く各教科・領域について適用
されること、全部又は一部を合わせることが可能であ
ること、授業に関する規定であること、である。
　施行規則では「授業」と明言されているにもかかわ
らず、学習指導要領解説では「合わせて指導を行う」
という表現になっている。私見では、これが誤解を生
む原因の一つである。「指導」や「授業」の概念は様々
で多様であるが、少なくとも、学校における「指導」
は生徒指導や生活指導を含み、子どもの学校生活全体
に及ぶ概念である。それに対し、「授業」は、各教科等
の授業時間数や総授業時間数において国の標準が設定
され、それに従わなければならないという制約を受け
る、学校生活の一部に関する概念である。すなわち、
施行規則を根拠とする限り、「合わせた指導」は総授業
時間数にカウントするものとして設定されることが求
められる。
　なお、学習指導要領では、重複障害児について、「障
害の状態により特に必要がある場合には」という条件
付きではあるが、「各教科、道徳、外国語活動若しくは
特別活動の目標及び内容」に関する事項の「一部」に
替えて、または「各教科、外国語活動若しくは総合的
な学習の時間」に替えて、「自立活動を主として指導を
行うことできる」という規定もある。ここでは、「領域・
教科を合わせた指導」においては合わせることができ
ない、総合的な学習の時間も替えることができる。い
ずれにせよ、授業時間数の制約を受ける各教科等に替
えるということは、この規定の「指導」も「授業」を
意味する。
　自立活動は、「授業時間を特設して行う自立活動の時
間における指導を中心とし、各教科等の指導において
も、自立活動の指導と密接な関連を図って行わなけれ
ばならない」２）というのが原則である。したがって、
各教科等の指導に替えて自立活動を主として指導を行
うとは、授業時間のほとんどが自立活動という形態を
認めていることになる。
　後述するが、「日常生活の指導」の内容としては、衣
服の着脱や手洗い、排泄などがあげられている。これ
らの機会は、学校生活の様々な場面に現れる。通常の
学校であれば、それらの多くは休み時間などに限定さ
れる。そこから、特別支援学校では休み時間を授業時
間としてカウントしているのかという疑問が生じる。
　岡部によると、知的障害特別支援学校において「日
常生活の指導の時間は、全学部で、９割以上が帯状の
時間割を設定して」いるが、「全学部で、７割以上が時
間割に設定されている以外で日常生活の指導を行って
おり、（日常生活の指導の）授業時数が少なくなってい
く中学部や高等部においては、時間割の指導よりも、
時間割に設定されている以外の指導の時間に比重を置
いていることが明らかになった」３）（括弧は引用者）と
いう。この「時間割に設定されている以外の指導の時
間」とは、何をさすのであろうか。「日常生活の指導」
として設定された帯状の時間割以外の指導ということ
は、休み時間か、国語等の各教科の時間や「生活単元
学習」などの「領域・教科を合わせた指導」の時間に
おいて「日常生活の指導」が実施されていることにな
る。後者の場合、各教科や「生活単元学習」などと「日
常生活の指導」の授業時数におけるダブルカウントが
行われていることになる。ダブルカウントでないとす
れば、たとえば、「生活単元学習」の時間を「生活単元
学習」の時間と「日常生活の指導」の時間に分割して
いることになり、その時間が「生活単元学習」という
のは論理矛盾であろう。仮にそうしたとしても、時間
割上の「生活単元学習」の何割が「生活単元学習」か
という授業時数のカウント問題も生じる。時間割上の
生活単元学習において常に一定の割合でカウントする
のならまだしも、それぞれの「生活単元学習」に対し
て「日常生活の指導」の割合を考えていくなど、多忙
な学校業務の中で避けなければならない作業であろ
う。休み時間ならば、授業時数としてカウントしない
のでとくに問題はない。しかし、授業時数としてカウ
ントする「日常生活の指導」とカウントしない「日常
生活の指導」とが混在する状況は論理的には好ましく
ない。
　ここで重要なことは、授業としての「日常生活の指
導」と生徒指導や生活指導としての「日常生活の指導」
を分けて考えることである。同じ「日常生活の指導」
では混乱が生じることが予想されるので、前者を「日
常生活の指導」、後者を「日常の生活指導」とし、「日
常生活の指導」は授業時間数にカウントし、「日常の生
活指導」はカウントしないという私案を提案したい。
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３．「日常の生活指導」～生活指導（生徒指導）と
しての「日常生活の指導」
　実は「日常の生活指導」という用語は、知的障害特
別支援学校に関する最初の学習指導要領の解説書であ
る『養護学校小学部・中学部学習指導要領精神薄弱教
育編解説』（昭和41年）において、現在の「日常生活の
指導」を表すために用いられている。文部省は、「生活
指導を日常的に行うということでなく、日常生活その
ものを指導するのであるということを明確に表現する
ため」４）、『特殊学級教育課程編成の手びき』（昭和48
年）や『養護学校（精神薄弱教育）学習指導要領解説』
（昭和49年）において「日常生活の指導」と改めた。
そういう意味では、文部省においては「日常の生活指
導」と「日常生活の指導」は、ほぼ同義であり、強調
の違いととらえてよい。それゆえ「生活指導」という
用語を避けたという言い方も可能だろう。
　文部省では「生活指導」という用語が多義的に使わ
れているとして昭和40年頃から「生徒指導」という用
語を用いるようになった５）。確かに、「生活指導」の名
のもとに「ガイダンス」「生活綴り方」等さまざまなア
プローチがあるし、昭和30年代には約10年にわたって
「小川・宮坂論争」として有名な、生活指導が領域か
機能かを巡る論争があった。しかし、さまざまなアプ
ローチがありながらも現在でも教育界では「生活指導」
という用語は使用されていること、小川・宮坂が対立
しながらも道徳の時間を特設することにはともに反対
であったこと、「生活指導」を唱道する人々が「民主教
育」を唱えていることなど、「生活指導」を避けたとい
う傍証はあるが定かではない。
　平成22年の『生徒指導提要』では「学校における教
育活動は極めて多様であり、すべてが教育課程に位置
付けて行われているとは限りません。教育的に重要な
活動であっても、教育課程外として実施しているもの
もあります。また、教育課程の教科等として行われる
教育活動（各教科、道徳、総合的な学習の時間及び特
別活動など）についても、そこには、その内容に関す
る学習指導としての教育機能とともに、教育目標を達
成するための重要な機能の一つである生徒指導として
の教育機能もあります。」６）と教育課程の内外に生徒指
導を位置づけ、「生徒指導は、教育課程における特定の
教科等だけで行われるものではなく、教育課程のすべ
ての領域において機能することが求められています。
そして、それは教育課程内にとどまらず、休み時間や
放課後に行われる個別的な指導や、学業の不振な児童
生徒のための補充指導、随時の教育相談など教育課程
外の教育活動においても機能するものです。」７）として
いる。すなわち、「国語」の時間にも生徒指導が行われ
ているが、それはあくまでも「国語の時間」であり、
「生徒指導の時間」ではないということであり、授業
時間としてカウントされない休み時間にも生徒指導は
行われる、ということである。当然教育課程において
「生徒指導」として割り当てられる授業時間数は存在
しない。
　「日常生活の指導」の場合はどうであろうか。大野は、
「日常生活の指導」の「指導場面・機会をとらえた指
導」として①「１日の中で、時間を設け、毎日繰り返
す指導」②「毎日の生活の中でそのつど必要に応じた
指導」③「時間を特設して行う指導」の３つをあげて
いる８）。①と③の区別が曖昧ではあるが、①は帯状の時
間設定、③は帯状ではない時間設定と考えられる。②
は生徒指導の考え方に相当する。すなわち、「日常生活
の指導」は教育課程的にいえば、本来、各教科等に相
当するものと、生徒指導に相当するものの二面性を持
つのである。生徒指導に相当するものを「日常の生活
指導」ととらえるのが私案の意図である。
　では、生徒指導あるいは生活指導の面から「日常の
生活指導」を見ていこう。かつて「日常の生活指導」
の時代、稲吉は「日常の生活指導」の内容として取り
上げられているものを、身辺自立に関する内容、基本
的生活習慣に関する内容、日常の生活指導の内容、生
活指導の内容に分類している９）。稲吉の記述をもとに
筆者なりに整理すると図１のようになる。
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図１　日常の生活指導の内容
　一番外側の円（白地の所）は、通常の学校における
生活指導であり、知的障害特別支援学校においても同
様に行われる。いわば「生徒指導」に相当するもので
ある。「日常の生活指導」から内側は知的障害特別支援
学校独自のものである。そこで扱われる内容は、通常
に発達している子どもの場合、小学校入学前に獲得さ
れているものであり、通常の学校では扱われない。扱
われるとしても個別的な対応である。知的障害児の場
合、個人差はあるとしても、知的障害という障害特性
上、小学校以降の段階にも共通に設定される内容であ
る。それゆえ、これらの内容は、意図的・計画的に指
導される必要があり、「生徒指導」とは異なり、学習の
ための時間を設定する必要がある。しかし、大きな「生
活指導」の円内に含まれることによって「生徒指導」
の側面をももつ。
　したがって、私案は、意図的・計画的な時間を設定
して行われるものを「日常生活の指導」、「生徒指導」
的に行われるものを「日常の生活指導」、図１の白地の
「生活指導」を「生活指導」あるいは「生徒指導」と
とらえる。
　『日常生活の手引（改訂版）』におけるように「日常
生活の指導は、日常生活そのものの指導であるから、
靴の履き替えをする必要のある時の靴の履き替えの指
導であり、衣服の着替えする必要のある時の着替え指
導であり、食事の必要のある時の食事指導である」10）と
いう説明では、上の３つの指導を区別できないのであ
る。たとえば、運動の前後の靴の履き替えや調理実習
の後の試食、あるいは絵画制作のあとの手洗いなども
「日常生活の指導」になってしまう。「日常生活の指導」
ととらえることによって授業時間数のカウントの問題
が生じてしまう。これらを「日常の生活指導」ととら
えることによって、運動、調理、絵画制作に関する授
業時間数として計上すればよいことになる。
４．「日常生活の指導」の内容
　現在の学習指導要領解説では、「日常生活の指導」を
「児童生徒の日常生活が充実し、高まるように日常生
活の諸活動を適切に指導するものである」とし、その
内容として、「衣服の着脱、洗面、手洗い、排泄、食事、
清潔などの基本的生活習慣の内容」と「あいさつ、言
葉遣い、礼儀作法、時間を守ること、きまりを守るこ
となどの日常生活や社会生活において必要である基本
的な内容」を例示している。
　ここで、「活動」が何かは例示されていないが、『日
常生活の手引（改訂版）』では、「活動」の具体例とし
て、週時程表に示される「朝の会」や「給食」などを
あげている。「活動」「内容」と明示されていないが、
表１はそれらの関係を示すものと考えられる11）。
　内容をみるとほとんどが知的障害特別支援学校にお
ける生活科の内容である。しかし、「日常生活の指導」
は、「領域・教科を合わせた指導」の１つであり、いろ
いろな領域や教科の内容を含むとされる。では、それ
らの内容はどこにあるのか、あるいは「日常生活の指
導」は生活科の指導と同一なのか。
　ここで、内容の下位カテゴリーを設定する必要がで
てくる。たとえば、「配膳」には１対１の対応や過不足
など算数の要素が含まれている。「靴の履き替え」には、
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表１　日常生活の内容例
活　動 内　　　　　容
登校 目的地までの歩行、交通安全、交通機関・スクールバスの利用、靴の履き替え、用具の始末、定刻までの登校、教師・友人とのあいさつなど
朝の支度 帽子・かばんの始末、持ち物の整理、ノート類の提出、着替え、用便など
係の仕事 窓の開閉、小動物・草花等の世話、黒板ふきの清掃、ごみ箱のごみ捨て、提出物の回収、日課の表示など
朝の会 ランキング、朝の歌、体操、出欠席調べ、月日・曜日・天気調べ、昨日のことの話し合い、日記の発表、今日の予定、守ることの確認、健康調べ、衛生検査など
食事 手洗い、うがい、身支度、食器・食品の運搬、配膳、食事のあいさつ、よくかんで食べること、好き嫌いをしないこと、作法を守ること、食器の後始末、歯みがき、食後の遊びなど
掃除 身支度、分担して仕事、机・いす等の移動、掃き掃除、掃除機の使用、ぞうきんがけ、床みがき、用具の後始末、手洗いなど
帰りの支度
終わりの会
着替え、帽子・かばん等持ち物の用意、用便など。日課表・家庭連絡帳の記入、今日の学習の話し合い、
明日のことの確認、帰りの歌、あいさつ、戸締まりなど
下校 靴の履き替え、雨具の用意、目的地までの歩行、交通安全、交通機関・スクールバスの利用など
左右上下の位置関係、目と手の協応、引き上げる力な
どが含まれる。
　下位カテゴリーには「教科内容」という語を設定し
たい。「活動－内容－教科内容」でもよいが、内容が続
くということや概念的に適切な用語を選択するという
意図から、ここでは「活動－行為－教科内容」という
階層を提案する。
　この観点からすれば、生活科を含め知的障害教育に
おける教科内容とされるものは論理的には教科内容に
該当しない。教科内容として示されているのはあくま
でも「行為」であり、「行為」である限りにおいて、通
常の学校関係者が「日常生活の指導」を授業として理
解するのは難しいであろう。
　知的障害教育においては、「日常生活の指導」として
の「食事」あるいは「給食」（活動）において、「配膳」
という行為があり、そこには「１対１対応」（教科内容）
が獲得されているのかを評価したり、「１対１対応」を
学習する機会ととらえ指導したりするのである。しか
し、１対１対応の学習や評価のために配膳を行うので
はないことは留意しなければならない。１対１対応の
学習をねらいとするならば、他の教材や活動がふさわ
しいこともある。そのときは、他の教材や活動が選択
されるであろう。しかし、「日常生活の指導」において
は、まず第一に行為すなわち「配膳」が優先される。
算数の学習ならば、配膳の様子を撮影したVTRを利用
して１対１対応の学習も可能であるが、「日常生活の指
導」においては、子どもたち自身が、みんなで協力し
て給食の準備をし、楽しく給食を食べる経験を積むこ
とが重要だからである。
　繰り返しになるが、教師の頭と目には
「配膳」と同時に「１対１対応」が映っ
てなければならないということである。
　では、「行為」がうまくいかない子ども
の場合、どうすればよいのであろうか。
　「日常生活の指導」にこだわる限り、繰
り返すしかないことになる。繰り返しも、
単なる繰り返しではなく、巧みに工夫さ
れた繰り返しによって、できるようにな
ることもある。もう１つは、国語や算数
などの教科を設定し、必要な教科内容を
学習するということが考えられる。なお、
ここでも、これが可能になるためには、
「日常生活の指導」における教師の「教科指導の目」
が求められていることに留意したい。
　しかし、たとえば、目と手の協応に困難があって行
為がうまくいかない場合は教科の設定ではうまくいか
ないことが多い。もちろん、教科指導の中に目と手の
協応の学習機会が含まれることはあるが、目と手の協
応の改善をねらいとするなら、教科ではなく「自立活
動」になろう。
５．「日常生活の指導」と「自立活動」の関係
　着替えがうまくいかない子どもの原因が指の力や巧
緻性にあると判断した教師が、そのための学習を計画
し、着替えがうまくいくようになるための指導だから
ということで「日常生活の指導」に位置づけたケース
があった。
　これは、「日常生活の指導」で示されている「行為」
の指導が「日常生活の指導」であるという誤解から来
ていると同時に、前述の「活動－行為－教科内容」の
混同から生じている。
　これを考えるには学習指導要領における履修の原理
に立ち返る必要がある。筆者はかつて、履修の原理を、
学年制、段階制、個別性の３つのタイプに分類した12）。
学年制は小学校等の教科等の場合であり、すべての子
どもが、学習指導要領に示すその子どもの属する学年
の、すべての内容を学習することが求められている。
原則として同じ学年の子どもはまったく同じ内容を学
習する。
　段階制は知的障害の教科の場合であり、すべての子
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どもが、学習指導要領に示すすべての観点にわたって
（生活科でいえば、12の区分のすべてにわたって）学
習することが求められるが、観点の中の内容は段階と
して示された中から個々の子どもに適切な内容を学習
することが求められている。同じ学年だからといって
同じ内容の学習にはならないし、○君の学習の全体が
第２段階の学習などではなく、「○君の国語の△は第２
段階」等の総和が○君の教育課程になるのである。し
かし、学習指導要領レベルでの指導内容の総数は同じ
である。
　自立活動は学習指導要領に示された内容の中から子
ども個々のニーズに応じて選定されるのが特徴であ
り、指導内容のすべての区分を指導することも、１つ
の区分のすべてを指導することもない。学習指導要領
に示された内容の区分、区分に示された内容の中から
子どもに必要なものだけが選択されるのである。学習
指導要領レベルの指導内容の総数も一人一人異なるの
である。
　「着替え」という「行為」はすべての子どもに該当し、
一応、生活科の内容としてとらえられる。どのような
支援が必要かについては個人差があり、そこに段階性
の意味がある。しかし、指の力や巧緻性はすべての子
どもには該当しない。この子だけに該当する内容は、
自立活動の内容としてとらえるのが妥当である。
　ここに生活科の内容が「行為」として設定されてい
ることの意義があるとはいえようが、教科内容という
概念を必要としないということではない。
　手洗いの必要性は、食事の前、排泄の後、外出から
帰った後、汚れたときなどさまざまである。いずれも
「行為」としては「手洗い」になるが、実は「食事」
や「朝の支度」という活動の一部であり、「排泄」とい
う行為の一部でもある。このことは先の階層について
再考を促す事例であるが、ここではとりあえず、次の
ように考えたい。
　「手洗い」という行為自体も重要である。同様に、「食
事」という「活動」の流れの中に手洗いを位置づける
こと、「排泄」という「行為」の流れの中に手洗いを位
置づけることが重要なのである。
（うらさき　げんじ）
６．おわりに
　着替えは「日常生活の指導」であるというようなと
らえかたの問題性を指摘し、「日常生活の指導」「日常
の生活指導」「生活指導」というとらえかたを提案した。
「日常生活の指導」は授業時間数としてカウントされ
るものであり、他の２つは教科指導の中で、あるいは
教育課程外で指導されるものである。
　さらに、「活動－行為－教科内容」という階層的なと
らえ方も提案した。論述の中で、このとらえ方への疑
問もでてきたが、それらは今後の課題としたい。
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